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〔
告

示
〕

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
九
七
）

〇
利
根
導
水
路
大
規
模
地
震
対
策
事
業
に
関

す
る
事
業
実
施
計
画
を
認
可
し
た
件

（
厚
生
労
働
・
農
林
水
産
・
経
済
産
業
・

国
土
交
通
一
）

〇
独
立
行
政
法
人
農
畜
産
業
振
興
機
構
法
施

行
規
則
第
一
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
農
林

水
産
大
臣
が
定
め
る
令
和
五
事
業
年
度
に

お
け
る
独
立
行
政
法
人
農
畜
産
業
振
興
機

構
法
第
十
条
第
二
号
の
農
林
水
産
省
令
で

定
め
る
事
業
に
係
る
補
助
の
総
額
を
定
め

る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
農
林
水
産
五
三
四
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
五
三
五
）

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
特
別
評
価
方
法
認
定
を

し
た
件
（
国
土
交
通
三
六
九
）

〇
宅
地
建
物
取
引
業
法
の
規
定
に
基
づ
く
登

録
講
習
機
関
の
登
録
事
項
の
変
更
の
件

（
同
三
七
〇
）

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
同
三
七
一
、
三
七
二
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
一
三
四
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
陸
地
方
整
備
局
三
四
〜
三
六
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
九
八
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

公
正
取
引
委
員
会

防
衛
装
備
庁

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

近
畿
地
方
整
備
局
公
示（
近
畿
地
方
整
備
局
）

労

働

最
低
工
賃
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
宮
崎
労
働
局
最
低
工
賃
公
示
一
）

国
家
試
験

船
舶
料
理
士
登
録
試
験
実
施
機
関
の
登
録

（
国
土
交
通
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁押

収
物
還
付
、
迫
川
上
流
土
地
改
良
区
役

員
の
就
任
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、免
責
、

再
生
関
係

会
社
そ
の
他


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